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「労働問題」関係の科目の変遷と担当教員
の系譜および北沢新次郎の著作について
永　山　武　夫
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はじめに
r労働問題」関係の科目
大学部商科開設当時の「労働問題」関係の科目
r労働間題」関係の科目の変遷
r労働間題」関係の科目の担当教員
北沢新次郎と「労働問題」
は　じ　め　に
　本稿は，早稲田大学商学部史の一部として，表題の主旨に沿って，過去の資
料を整理しようとしたものである。もっとも，早稲田大学に大学部商科が発足
Lて以来70年余を経遇した今日，資料の散逸のため解明しえない点も多々存在
する。その中でも一際残念な事は，昭和20年5月25日の東京空襲で，新宿区戸
塚町にある早稲田大学のメイソ・キャソパスは，その三分の一程が焼かれ，そ
の中に，商学部校舎も含まれており，その一階にあった書庫が全焼したことで
ある。この書庫には，早稲田大学名誉教授北沢新次郎が，大正から昭和戦前期
にかげて集めた多くの労働問題関係の資料が収蔵されていた。
　また大学図書館にある資料も，明治・大正期のものは少なく，時として見出
される貴重在講義録のごときも，古ぴて製本し直された折，奥付が脱落するな
どのため，それが使用された年次を確定しがたいものもあった。さらに，筆者
の時間的余裕の少なかったことから，充分に資料を検討しえなかったこともあ
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り，この小稿を一層不充分なものとしている。他日，関係者の協力も得て充実
したいと思う。
　また，今回は大学部商科および商学部についてのみ，表題に関して若干の整
理をしたにとどまっており，高等予科商科・専門学校商科・専門部商科につい
てば割愛せざるを得なかった。
　本稿においては，人について総べて敬称を省略した。御寛恕を乞いたい。
I　「労働間題」関係の科目
　早稲田大学教務部学籍課には，明治42年度以降今日までの「学科配当表」が
保存されている。これは「労働間題」関係の科目がどのように変遷してきたか
を追うには，おおよそ正確を期しうる唯一の資料といってよいと思われる。
「早稲田学報」も大学の歴史をみるにさいして貴重な資料たることを疑わない
が，同学報で年1回発行されていた別冊r早稲田大学報告」は，それに掲載さ
れている項目が，年次によって必ずしも形式が統一されておらず，科目が学年
度別に掲載されていないr報告」の年度も多い。またそれぞれの科目の週当り
授業時問数は記載されておらず，担当教員氏名も記載されていない年度が多
い。「早稲田大学規則便覧」は，各年度共学部別学科別の所属教員氏名はある
が，それが「学科配当表」とは切りはなされており，また明治45年1月改正の
もの以降しか現存していない。
　本稿では，以上の理由から明治42年度以降については「学科配当表」によっ
て過去の経緯を整理することにした。ただ明治42年度以前はr学科配当表」が
ないため，主として「早稲田大学報告」を用い，不備た点は「早稲田大学規則
便覧」を参照することにした。
　また「学科配当表」と「早稲田大学報告」とでは記載が食い違っていること
が往々にしてある。それは，たまたまr報告」が誤って記載するばあいもある
だろうけれども，多くは「学科配当表」と「報告」の編集される時期のズレが
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原因であると思われる。すなわちr学科配当表」は，その性質上当該学年度の
始まる前に用意されるが，何等かの事情でその後に科目名または担当教員たど
の変更があり，それが年度の終ったあとで編集される「報告」では訂正される
ことになるからである。このようなばあいは，「報告」に主として拠っ・ている。
皿　大学部商科開設当時の「労働間題」関係の科目
　さて，大学部商科では，その開設当初の頃，「労働問題」関係の科目にどの
ようなものを用意していたか。それを上記の諸資料からのみ見分けることは必
ずしも容易ではない。r労働問題」とか，それに類似Lた名称の科目はおかれ
ておらず，「杜会政策」が設置されたのは明治45年度からである。しかし，明
治39年度には「工業要綱」という科目が第3学年に設置されている。この科目
がr労働問題」関係にどの程度論及していたかは不明である。それは担任教員
の氏名が不詳なこと，使用されたテキストも不明であることによる。それにも
かかわらず，一応ここで問題にするのは，その後の経遇からして，r工業要論」
r工業経済」などの科目に，このr工業要綱」が引き継がれていっていると考
えられること。「工業要論」「工業経済」は，その担当者が「労働間題」の研究
老も含まれており，その著書にも「労働間題」への言及が相当部分占められて
いること。そして「工業経済」などの学問は，近代機械制工業の生産力的構造
を基礎とする経済的諾関係を研究対象とするものであり，ω生産力の根源的な
要素は労働力であって，この労働力が，他の生産要素である生産諸手段と結合
し，生産力を発展させ，もしくは停滞させる原因となるところの運動法則を，
資本制的諸関係の枠組みとの関係で把握しようとするものである。したがって，
生産力の中心的要素たる労働力と生産関係の主要な当事者である労働者（階
級）にかかわる問題は，r工業経済」論の主要改研究課題たることは当然であ
る。
注（1）　「工業経済挙は，工業という産業部門の経済現象，とくにその生産過程を土台と
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する経済諸関係を対象とする。」伊束岱吉．小林義雄・カロ藤誠一編「工業経済論」
昭和43年
　また，明治39年度に大学部商科ははじめて第3学年生を迎え入れており，こ
の年の「学科配当表」では10系統の「学科」が用意され，そのうち第3学年に
は8「学科」が充当されている。この8「学科」の1つとしてr工業要綱」が
あり，科目としても同名のr工業要綱」が第3学年に課されている。このよう
にして，「工業要綱」は大学部商科設立と共に設置された主要な科目とみるこ
とができ，r労働間題」関係の科目が，この時期にその端初を置いたと考えら
れよう。
　明治40年度になるとr商工経済」r工業要論」という科目名がr早稲田大学
報告」にみられる。担当は前者が河津邊であり，後老は牧野啓吾である。「工
業要綱」は姿を消す。
　河津邊が「商工経済」で講義した内容ぽ不明である。しかしその著書は「経
済政策」「工業政策」「杜会問題」など多方面にわたっているぼかりでなく，当
時広汎に杜会科学系の各分野の学老を網羅していた「杜会政策学会」の中心的
メソバーとして活躍しており，その学風は，生産政策よりむしろ分配政策に研
究の力点をおくものであった。‘2，
注（2）　「今日富ノ増加ト云フコトハ経済上第一ノ問題デ且唯一ノ問題デアルカノ如ク考
　　ヘラルル傾向ガアルガ，吾々ガ富ノ増加ヲ希望スルノハ畢寛富ナノレモノガ各人ヲシ
　　テ人問トシテノ生ヲ完ウセシムル為二必要ナル手段デアルカラデ，富ソノモノノ・決
　　シテ其レ自身ガ目的デハ無イ。必要ナル程度マデ富ヲ享受シ得ヌ毛ノモ不幸デァル
　　ガ，必要ナル程度以上二富ヲ浪費シツツアルモノモ不幸デアル。故二経済学ハー方
　　二於テハ富ヲ増加スルノ手段ヲ講ズルト同時二，他方二於テハ必要ナル程度以上二
　　富ヲ所有シツツアル老二向ツテ，必要ナル程度マデ富ヲ享受シ得ザル人々ノ為二，
　　之ヲ合理的二利用セシムルノ手段モ講ズルモノデアル。」河津邊「小学児童食事公
　　給間題」（「金井延教授在職25年記念　最近杜会政策」大正5年所収）
　また河津邊には，早稲田大学出版部蔵版になる，明治43年早稲田大学政治経
済学部の「工業政策議義録」がある。ちなみにその目次を記せば以下の通りで
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ある。
目　　　次
総論
第一章　工業の意義
第二章　工業の種類
第三章　工業の起源
第四章近世工業組織
第五章　工業経営論
第六章　個人企業と会杜企業
第七章　企業家の聯合及合同
第八章産業組合
第九章　工業労働者保護
　こうした学風と著作内容からみて，r商工経済」講義で，r労働問題」に一定
の言及をしたであろうことが想像しうる。
　r工業要論」を担当した牧野啓吾は，政治経済学部の講義録r工業経済」を
出しており，早稲田大学出版部より明治42年に出版されたものが，早大図書館
にある。その内容を目次によってみればつぎの如くである。
　　　　　　　　　　目　　　次
　　緒　言
第一章　工業の意義
第二章　工場
第三章　機械
第四章　動力
第五章　労働者及賃銀
第六章　企業者
上記講義録は146ぺ一ジから成り，そのうち第五章に40べ一ジをあててい
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る。r工業経済」とr工業政策」とは，科目名もことなり，商学部での講義内
容は，上記講義録とぽ異っているとも思われるが，商学部講義録が現在せず，
他の著書も不明なため，この講義録をもって推定する他ないが，同教員が「労
働問題」に多大の関心をいだいていたであろうことは想像しうる。
皿　「労働問題」関係の科目の変遷
　r労働問題」関係の科目としてどのようなものが設置されてきたかは，とく
に初期の頃については担当教員の専門分野，講義録ないし教科書などでみる他
ないのであるが，II節でみてきたごとく，商学部講義録は現存せず，教科書と
確定しうるものもなく，また担当者によっては専門分野もはっきりしてはいな
い。したがって以下に掲げた表は，二つの基準で「学科配当表」たどの資料か
ら科目名を選びだし年度別に整理したものである。第一は皿節で推定したごと
き科目であること。第二は，大正中期以降に入り，講義内容が比較的はっきり
とr労働問題」に相当の授業時数を割いていることが分っている科目名を，そ
れ以前にまで遡及させたこと，また科目名からは不明であっても，講義で利用
した文献名から内容が比較的明瞭と思われる科目名を含めている。
「労働問題」関係の科目の変遷
　　　　　　　　　　明治37年度より昭和23年度まで
年　　度 科　　　　　目　　　　　名 備　　　　考
明治37年度な　し 第1学年のみ
38 な　し 第1，第2学年のみ
39 工業要綱＊ ＊第3学年に設置
40 商工経済・工業要論
41 工業要論
42 工業要論・商工政策
43 工業要論・商工政策
44 工業要論・商工政策
45 商工政策・杜会政策＊ ＊週1時間（大正7年度まで）
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大正2年度
　　3
　　4
　　5
　　6
　　7
　　9　　9＊
　（別格）
　　11
　　工2
　　工3
　　工4
　　工5
昭和2年度
　　3
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
杜会政策・商工政策
杜会政策・工業要論・商工政策
杜会政策・商工政策
杜会政策・工業政策＊・商工政策
杜会政策・工業政策・商工政策・工業政策＊
杜会政策・工業政策＊・工業政策＊＊・商工政
策紳＊・名薯研究（ブルヅクス，The　Social
UnreSt）
工業政策＊・名著研究（アダムス・アソド・サマ
ー，　Labour　Probleln）
名著研究（同前年書）
工業政策＊
工業経済・名著研究（同前年書）・工業政策＊
工業経済・名著研究（同前年書）・工業政策＊
工業経済
工業経済・特殊研究＊
工業経済・特殊研究＊
工業経済・特殊研究＊
工業経済・工場経営・経済組織論・生命保険
及杜会保険・特殊研究幸
工業経済・工場経営・経済組織論・生命保険
及杜会保険
工業経済・経済組織論・生命保険及杜会保険
工業経済・経済組織論・生命保険及杜会保険
工業経済・経済組織論・生命保険及杜会保険
工業経済・経済組織論・生命保険及杜会保険
工業経済・経済組織論・生命保険及杜会保険
杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保＝険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・生命保険及杜会保険・杜会政策
工業経済・杜会政策及杜会保険辛
工業経済・杜会政策＊
工業経済論
＊2学期のみ
＊セミナリー
＊2学期のみ，‡＊セミナリ
ー，＊紳2学期のみ
大正7年学制改革
＊週1時間
＊週1時間（この年より商
学部に改称）
＊セミナリー
＊セミナリー
＊ティード（工場）
＊ティード（工場）
＊ティード（工場）
＊ブラム，LabourEcono・
加iCS
＊指導演習
＊指導演習
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工業経済論＊’工業経済論＊　　　　　　　　非指導演習
工業経済・労働経済・杜会政策・労働間題
工業経済・労働経済・杜会政策・労働問題
工業経済＊・労働経済・杜会政策・労働間題　＊休講
　以上の表について，明治42年以降の科目の変遷は，担当教員の変遷と深くか
かわりがあるので，次節で若干の説明をカロえることにしたい。
　ただ，ここで輿味ある点を2，3つげ加えれば，第1に，商学部の本来設置
すべき科目の体系が，「労働問題」関係の科目に関して，時代の変遷と共に体
系に改訂が加えられることは，理論的に必然性があるかぎり当然とLても，次
節の担任教員の変遷と照らL合せてみるとき，担任教員の交替とともに科目名
の変遷がみられることである。
　第2に，そしてきわめて重要なことはつぎの点である。
　昭和16年度のr学科配当表」には，r労働間題」関係の科目としてr工業経
済」とr生命保険及杜会保険」およびr杜会政策」が設置されていた。しかし
太平洋戦争に入った昭和ユ7年度には，r工業経済」は設置されているが，r生命
保険及杜会保険」とr杜会政策」はなくなり，そのかわりにr杜会政策及杜会
保険」に「縮小」され，しかもこれは講義ではなくr指導演習」にと一層r縮
小」されてしまっている。昭和18年度にはそれがr指導演習」のr杜会政策」
となり，さらに昭和19年度になるとr指導演習」のr杜会政策」すらr学科配
当表」から姿を消してしまっている。昭和20年度も同前である。
　しかも昭和19年度には，r商学部」という学部名称は消失寸前だったのであ
る。‘3〕
注（3）昭和19年度の「学科配当表」は「商学部刷新要綱」という表題カミついており，
　　「刷新」の主旨がつぎのように述べられている。
　　一　商学部の改組
　　　　時局に鑑み商学部の内容に刷新を施す
　　二　教育目的
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　　　　東亜共栄圏確立に寄与するために的確に国家目的を把握し，且つ産業技術に関
　　　し造詣深き経営指導者を育成するを以て主眼とす。
　　三学科目決定方針
　　　　工業に関する挙術修得に重点を置くことを以て特徴たらしむ。
　　四　経遇的規定
　　　　学生就学の状況を勘案して挙科目の編制替を実施す。
　　　つづいて「挙科配当表」になるのだが，それは「産業経営学部挙科配当表」とな
　　　つている。
　ただ一脈の救いがあると思われるのは，このr産業経営学部学科配当表」に
ついている稟議書（昭和19年3月10日附で，商学部主事森卓郎より教務課長
宛）には，「時局の推移に鑑み両三回教授会に附議，商学部の改組，学科配当
を別紙の通り決定，適当な時機を見て実施致度」とあるごとく，「適当な時機」
という文句があり，実際には産業経営学部への改組は実施せられなかったこと
である。
　rブルジョア革命」としてでなく遂行された明治維新は，その後の日本資本
主義の発展に「半封建的」性格を付与した。それは国家の労働政策をも基本的
に性格づげるところとなり，労働着の階級的熟成を認めず，したがってそれを
契機として展開されるところの国家による労働力の保護育成政策もあらわれる
ことはなかった。それどころか，大恐慌の傷手から脱出をはかる目本資本主義
の政策は，労働老階級に対する一大r合理化」運動の展開と帝国主義的侵略戦
争への突入と転落しでいったのである。その中でついに大学生に対する勉学の
禁止と，それに替る強制労働＝r勤労動員」と軍隊への強制≡r学徒動員」が強
行されたのみでなく，大学における「学の独立」をもその根底から破かいし，
商学部に対しても，学科目の「再編制」どころか学部それ自体の存立基盤まで，
ファッショ的軍事政策に従属せしめようとしたのである。
lV「労働問題」関係の科目の担当教員
前記の年度別科目表にみられる「労働間題」関係の諸科目を，その担当教員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　907
30
別および担当年度別で整理すると以下のようになる。
本橋
河津
牧野
天野
本橋
　　　　　　「労働問題」関係の科目の担当教員
　　　　　　　　　　　　　　明治37年度より昭和23年度まで
弥八r工業要綱」（明治39年度）
　遅「商工経済」（明治40年度）
啓吾r工業要論」（明治40年度～明治43年度）
為之「商工政策」（明治42年度～大正7年度）
弥八「工業要論」（明治44年度）
永井柳太郎「杜会政策」（明治45年度～大正7年度）
中村康之助「工業要論」（大正3年度）
浅川栄次郎「工業政策」（大正5年度～大正6年度）
平沼　淑郎「工業政策」（セミナリー）（大正6年度）
北沢新次郎「工業政策」（大正7年度～大正9年度）
　　　　　「工業政策」（セミナリー）（大正7年度）
　　　　　r工業経済」（大正11年度～昭和17年度）
　　　　　「名著研究」（大正7年度～大正9年度）
　　　　　「特殊研究」（昭和3年度）
　　　　　r経済組織論」（昭和3年度～昭和9年度）
　　　　　「労働問題」（昭和21年度～）
二木　保幾r名著研究」（大正11年度～大正12年度）
出井盛之「工業政策」（セミナリー）（大正11年度～大正12年度）
　　　　　「特殊研究」（大正14年度～昭和2年度）
　　　　　「工場経営」（昭和3年度～昭和4年度）
末高　信「生命保険及杜会保険」（昭和3年度～昭和16年度）
　　　　　r杜会政策」（昭和10年度～昭和16年度，昭和21年度）
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　　　　　　r杜会政策及杜会保険」（指導演習）（昭和17年度）
　　　　　　「杜会政策」（指導演習）（昭和18年度）
　沖中　垣幸「工業経済」（昭和18年度）
　戸川　政治「工業経済論」（昭和20年度）
　　　　　　「工業経済」（昭和21年度～昭和22年度）
　佐野　　学「杜会政策」（昭和22年度～）
　風早八十二「労働経済」（昭和21年度～）
　r工業要論」は牧野啓吾が明治40年度より明治43年度まで担当していたが，
明治44年度は本橋弥八に交替する。本橋弥八は，当時理工科の助教｛4〕であり，
同科で「工作法」予科理科でr用器画」などの科目を担当しているから，科目
名は同じであっても，牧野啓吾とは異ってr工業要論」の講義内容はr労働問
題」にまでは言及しなかったかも知れない。
注（4）本橋弥八は，明治45年まで助教であったが，大正2年以降は教員名簿から名前は
　　消えている。「助教」という資格は，後の「助教授」に相当すると考えられる。大
　　正4年に「助教」の肩書をもつものが，理工科に数名みられるが，それは大正5年
　　の教員名簿では「助教授」となっている。犬正4年までは「助教授」の名称はない。
　大正3年度にr工業要論」が再び復活し，中村康之助が担当している。その
講義内容は不明であるが，彼には早稲田大学出版部蔵版のr工業経営法」（第
8回早稲田商業講義）がある。それは144ぺ一ジの小冊子であり，目次は以下
の通りである。
　　　　　　　　　　工業経営法目次
○　工業の意義及び工業経営法研究の必要
⇔　技術
臼　技術の研究の実験機関
㊧工場の位置
㈲工場建物の配置及び建築
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　内エ場の組織
　㈹　労働の効率
　㈹職工の募集及び管理
　㈹　工賃
　大正5年度になるとr工業要論」はたく，r工業政策」が設置されて，浅川
栄次郎が担当し，大正6年度には，加えて平沼淑郎がrセミナリー」でr工業
政策」を担当しているが，ともに内容は不明である。
　「社会政策」は，明治45年度に設置され，大正7年度まで存続し，その後末
高信によって引き継がれるまで一時中断する。上記の表では，この間永井柳太
郎が担当していることになっているが，実は夫正4年度からは北沢新次郎が担
当していたようである。北沢新次郎の自伝「歴史の歯車」に「五年間の留学を
終って日本に帰ってきた私は，大正四年四月から早稲田大学の商学部の講師と
して教壇に立つことになった。受け持った講義は商業通論と杜会政策であっ
た。一（同書52頁）とある。この2科目のうちr商業通論」というのは「学科配
当表」によれば「商業経営学」となっているので，恐らく本人の記憶違いであ
ろう。r商業経営学」は大正4年度のr学科配当表」では担当老は浅川となって
おり，大正5年度になると，同じく浅川と印刷されたものが手書きで訂正され
て北沢となっている。大正6年度は北沢と印刷され，この科目は大正7年度以
降ばなくなっている。「杜会政策」はそれが設置されていた大正7年度までr学
科配当表」では永井となっており，訂正されたあともない。しかしr多年の念
願がかたった私は，熱心に講義の準備をし，また講義した」（同書）という本
人の言を採ることが自然であろう。
　大正7年度よりr工業政策」は北沢新次郎に引きつがれ，大正9年度までつ
づく。それは大正11年度より「工業経済」と改称されて昭和17年度まで北沢新
次郎によって講義がなされている。「労働問題」関係の科目としては，北沢新
次郎はその他，上記の表のように，r経済組織論」r労働問題」などを長年にわ
　910
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33
たって担当し，さらに「名著研究」「特殊研究」などでr労働問題」を講義し
てきた。
　その間にあって，二木保幾が大正11年度から12年度にかげ，「名著研究」を
担当している。文献は，大正8年度と9年度に北沢新次郎が採用していたアダ
ムス・アンド・サマーの「Lobour　Prob1em」である。出井盛之は大正11年度
より昭和4年度にかけ「工業政策」（セミナリー），「特殊研究」（ティード「工
場」）およびr工場経営」を担当している。その間大正13年度は出講していな
い。
　末高信は，昭和3年度にr生命保険及杜会保険」を担当し，昭和16年度まで
つづいている。末高信のr杜会保険」関係の講義録などは不明だが，研究論文
はすでに早稲田商学創刊号（大正14年）に「杜会保険創設の時代及共萌芽」が
発表されており，その他多数の論文や著書がみられる。また昭和10年度より昭
和16年度までと昭和21年度にはr杜会政策」を担当している。太平洋戦争中で
ある昭和17年度より昭和20年度までは，r杜会保険」r杜会政策」などの科目は
姿を消し，r指導演習」でr杜会政策及杜会保障」（昭和17年度）やr杜会政
策」（昭和18年度）がみられるのみとなる。
　太平洋戦争中，r工業経済」は沖中（昭和18年度），また昭和20年度にはr工
業経済論」となって戸川政治が担当するが，講義内容は不明である。戸川政治
は昭和21年度より22年度にかげてr工業経済」を担当する。
　第2次大戦後になるとr労働間題」関係の科目は一躍重要視されるようにな
り，科目も「工業経済」「労働問題」「杜会政策」「労働経済」と大幅にふえる。
担当は，北沢新次郎，末高信の他に，前記戸川政治，佐野学，風早八十二など
である。佐野学，風早八十二の講義内容は不明だが，風早八十二には不朽の名
薯「日本杜会政策史」（日本評論杜刊）その他がある。
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y　北沢新次郎と「労働問題」
　北沢新次郎の略歴は，自伝「歴史の歯車一回想八十年一」（青木書店刊）に
生き生きとした筆致でえがかれており，主要な経困こついては，同書巻末の年
譜に明治20年の生誕より昭和42年までが列記されている。その著作は，同書巻
末の著作目録に昭和40年までのものが掲載されており，またr早稲田商学」第
129号にもr北沢新次郎先生年譜及び著作目録」（昭和32年まで）がある。
　それらによると，学位論文は
　M．A．　Industrial　Revo1ution　of　Eng1and　and　Japan明治必年5月
　　　　　　ノース・カロライナ大学院
　Ph．D．　Japanese　Fin㎝ce　during　Russo－Japanese　War大正3年6月
　　　　　　ジョンス・ホブキンス大学院
　商学博士主論文産業組織論昭和5年6月早大商学部
　　　　　　副論文　杜会間題を中心としてみたる経済思想の史的展開　昭和
　　　　　　　　　　2年3月
である。著書は，編著・共薯を含め65冊，その他雑誌掲載論文多数に上ってい
る。著書は労働問題に関するものがもっとも多く，つづいて，経済原論・経済
学史・経済思想史関係，産業組織・経済組織論・工業経済論関係，ギルド・ソ
シヤリズム関係およびその他多方面にわたっている。
　本稿では，これらの著作の中から，もっとも初期に属する著書r労働老問
題」（上巻）（大正7年発行　同文館）と博士論文r産業組織論」（昭和5年6月
発行　省文杜）をとりあげ，北沢新次郎の研究業績について概略してみたい。
　r労働者問題」は，第1次世界大戦が終った直後の大正7年12月に発行され
た。著者は「序」の中でつぎのように本書をあらわす意義を述べている。「古
今未曾有の欧洲大戦乱も将に終億せんとしつつあるに於ては之れから来るべき
ものは平和の戦争である。而して此平和の戦争に於て勝利者たらんと欲せば如
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何にしても国内の産業の充実を謀らねばならたい。産業の充実を企図するには
資本と労働の円滑なる関係を樹立する必要あるは論を侯たない。由来我が国に
於ける此方面の研究は比較的等閑視せられてをった傾きがある。然るに最近に
なって此種の研究の必要が一般に認識せられて来たるは喜ばしき現象である。
……略……唯自分の極力主張したい事は此種の問題の研究は今後我国の健全な
る国民的生活の進展上無視してならないものであると云ふ事である。」それで
はr今後我国の健全なる国民的生活の進展上無視Lてはたらない」重要な学問
分野であるr此種の研究」を進めるために本書はどのような視点をすえていた
か。
　著者が終始一貫して守ってきた立場は，労働者の人格を認め，労働者も資本
家も互いに自由な人格の所持者として対等なのであって，「労働老問題解決の
主義」も，個人主義・杜会主義・温膚主義などにrよるべきものではなく，杜
会改良主義によ」るべきものとLていた。
　この著書が発刊された当時の，日本の労働組合運動を，労働組合数や同盟罷
業の件数・参加人員数でみると注（5）のごとくであった。すなわち，第1次犬戦
の終了近くより同盟罷業もその参加人員も急激に増加し，大正9年に減少する
が，その後また次第に増加煩向を示し，労働組合数や労働組合員数も増加して，
昭和初頭の大恐慌前後にピークに達する。それが日中戦争の頃より急減し始め，．
昭和19年から20年にかけて零にまでなる。
注（5）　年　別　　　労働組合数　　　同　　盟　　罷　　業
大正1年　　　　　一
　　2　　　　　　　－
　　3　　　　　　49＊
　　4　　　　　　53＊
　　5　　　　　　66＊
　　6　　　　　　80＊
　　7　　　　　　　107
　　8　　　　　　187
件　　数　　　　参加人員
　49　　　　　5．736
　47　　　　　5．242
　50　　　　　7．904
　64　　　　　7．852
　108　　　　　　　　　8．413
398　　　　　　　　57．309
417　　　　　　　　66．457
497　　　　　　　　　63，137
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　　9　　　　　　273　　　　　　　282
　　10　　　　　　　　　　300　　　　　　　　　　　246
資料出所　（「目本労働運動資料」1o巻）
　　　‡印は末弘巌太郎r目本労働組合運動史」より
36．371
58，225
　こうした時代背景をふまえて，当時労働問題関係の文献も多少刊行され始め
ていた。例えば，大正8年に「労働者問題」（森戸辰男著，岩波書店），大正11
年「労働問題と労働運動」（永井亨著，巖松堂書店），大正8年「労働間題研究」
（松崎寿，同文館）や，当時の杜会政策学会の編集した「杜会政策学会論叢」
第1編・第2編・第3編・第5編・第6編・第7編・第12編（各全一冊）など
も労働問題を扱っていた。しかしまた，上記の諸著書屯含め，「労働問題」を
経済学的に解明するというより，r労働問題」も含めた諸々の杜会に生起する
問題を，r杜会問題」として抱括的にとらえ，それを経済論的というよりは，
政治論的に，また道義論的に解説しようとする著書が多かった。早稲田大学の
先学の薯作にみても，大正10年にr杜会問題概論」（安部磯雄薯，早稲田大学出
版部）や大正8年r杜会及杜会問題研究」（平沼淑郎著，東盛堂書店）などは
そうであった。
　そうした中で「労働者問題」という表題のもとで，著者が当時急激に台頭し
つつあった労働運動に理解を示し，労働契約が法的には労資間において対等で
あるかのごとくみえても実質的経済的諸関係の点からみるならぼ，不平等のも
のであるとの立場から，労働者の団繕する権利を積極的に認め，資本の側のみ
の理解や温情に期待したりはしなかった。また資本主義の必然的産物である労
働運動を危険視したり，それを労働者の道義的退はいとするものを積極的に反
論してゆくということは多少とも勇気〔剛を要することであったと思う。
注（6）　「早稲田商学」第234・235号は商学部史（1）であるが，そこで北沢新次郎の講演が
　　「犬正デモクラシーと早稲田学園」と題して，再録されている百その中でつぎのよ
　　うに述ぺられている。
　　　「まだその当時労働問題の本は殆どなかったものですから一労働間題の本を，
　　ひとつ書いてみよう，と思って……犬正7年に発行しました。ところが，私は本の
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名前を『労働者問題』とLて出そうと思って警保局へ一その当時は許可がいりま
したものですから一出したわげです。そしたら，その当時の警保局長の正力さん
という人（後の読売新聞杜長）から呼ばれまして，……『あなたの今度書いた本の
題名カミ悪い。労働老間題なんていうことになると，労働組合が良いとか悪いとか，
というようなことを書くことになって，これは労働者を煽動する。けしからん話だ
から，本の名前を変えろ。』と言う。で，私は，『そんな馬鹿なことを言っては困
る。労働者の問題で，労働組合とか労働考の状態だとかをとりあつかうのに，何が
一体・題が悪いか。……』と言って，私はむりやりに出してしまった。」
ところで，r労働者問題」はつぎの内容構成にたっている。
　　　　　　　　　労働老問題目次
緒　論
第1章労働老問題の要諦
　第1節　労働者問題の由来
　第2節　労働者問題の特徴
第2章労働老問題解決の主義
　第1節　個人主義
　第2節社会主義
　第3節温情主義
　第4節社会改良主義
第3章職工組合
　第1節職工組合の発生
　第2節職工組合の組織
　第3節職工組合の手段
　　第1項　平和手段
　　第2項権力手段
　第4節職工組合の効果
第4章資本と労働の協議
9工5
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　　　第1節　労働争議解決の必要
　　　第2節任意的和解仲裁機関
　　　第3節　強制的和解伸裁機関
　　第5章　失業
　　　第1節失業の意義及範囲
　　　第2節　失業の原因
　　　第3節　失業減少策
　　第6章労働紹介
　　　第1節労働紹介の本質
　　　第2節労働紹介の方法及其の種類
　　　第3節欧米諸国に於ける公共的労働紹介所
　　　第4節公共的労働紹介所経営政策
　　附録　I・W・Wに就て
　同書r序」によれば，r本書ば自分が労働者問題の概念と信ずる前半度を包
容したるものである。此外労働保険，純益分配，工場法，婦人労働，小児労働
及労働老住居の諸問題は之れを下巻に於て論究する積りである。」とあるが，
この下巻に予定された項目に関遠する論文たどは多数に上るが，「下巻」とい
う形で公刊されるには到っていない。
　同書は，緒論で労働老問題が，産業革命とそれに基づく「工場制工業成立の
結果顕出した資本家及労働老なる両階級の利害衝突の問題」であるとし，それ
の解決は「従来の権力服従の関係や，我国在来の主従の情誼を以てしては」な
らないとし，「今日の自覚せる労働老」に対し，資本家ぱ「一致協同」するた
めにも「双方対等の地位」にあることを理解すべきであるとする。本書を一貫
して流れる特徴は，「現代の労働者問題の本質は階級的意識を自覚せる労働者
が現存せる産業的環境の下に於て其の生活状態を向上せんと欲する真面目の欲
求の結果である」（第1章）という視点であろう。杜会的弱者である労働者が，
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階級的意識を自覚し，団結の力によって自らの手で生活の維持向上を図るよう
にたることは，歴史的必然であって，それから生起する諸々の間題を解決する
道は杜会改良主義＝杜会政策であるという（第2章）。個人主義・杜会主義・
温情主義などの諸方策を解説吟味L，それらを斥ける著者は，杜会改良主義の
立場に立って労働者問題の解決への道を探ろうとする。杜会改良の主体として
は国家および労働者階級の両者にそれを求めていた。
　労働老階級が自ら生活条件の維持・改善を求める方法は，いうまでもなく団
結することである。第3章では「職工組合」を論じている。ここでr職工組
合」というのは，職種別組合を意味しており，その機能として，労働条件の標
準化・労働の需要供給の調節および共済機能の3種をあげている。
　第4章は労働争議の伸裁割度を述べている。イギリスに例をとってr任意的
和解及仲裁機関」を解説し，その効果と限界を論じてr強制的和解仲裁制度」
の必要性を説く。後老については，ニュージーラソドの産業和解及仲裁法，カ
ナダの産業争議調査法をあげている。日本においても国家による和解仲裁制度
を設げることが必要であるが，そのばあいニュージーラソドのごとき強制伸裁
制度よりは，カナタのような「争議当事者間の和衷協同を主眼とする法制ぽ適
宜のもの」とし，あくまでも争議解決における労資双方の自主性の必要性を説
いている。
　第5章は失業問題をあつかう。r失業とは労働せんと、する意思及労働能力を
有する賃金労働老が職業を求むるも自已の勤務能力に適する業務に就く事を得
ざる状態を云うのである」と定義し，失業の原因は主として産業組織に求めつ
ぎの4種類に分げている。すなわち，「労働需要の季節的変動，産業界の循環的
不振，臨時日傭取及組織の進歩に基く生産過程の変更」である。こうした産業
的原因に基づく失業の減少策とLて「公共的事業の調節，労働紹介，失業保険
の3方法」をあげている。その内でもとくに重要な方法は後の二者であるとし，
第6章で労働紹介について述べている。ここでは労働紹介制度として，1．営
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利事業としての労働紹介，2．同業組合の労働紹介，3．職工組合の労働紹介，
4．慈善団体叉は公益団体の労働紹介，5．　自治体叉は国家の労働紹介，の5
種をあげ，それぞ棚こついて利害得失を論じ，公共的労働紹介所の必要を指摘
している。さらにフラソス，ドイツ，イギリス，アメリカおよび日本の公共的
労働紹介所の概況を述べ，最後にその「経営政策」問題とLて，1．経営主体
を自治体とすべきか国家とすべきか，2．経営管理に官公吏をあてるか労資代
表委員とすべきか，3．紹介手数料徴収の可否，4、労働争議のばあいの紹介
所のとるべき態度如何，の4点にわたって論じている。
　本書全体にわたっての特色は，欧米諸国の理論と実情を検討しながら・日本
の労働者階級の生活と杜会的地位の向上を実現するための政策の吟味をしてい
る点にあろう。その政策主体の中心に労働組合をおき，労働者階級の団結によ
る自助に期待しながら，同時に国家の手による民主的な杜会政策的施設や制度
の充実の必要を訴えている。著者は第5章の末尾でr更に失業解決策として最
も重要なるは労働紹介及失業保険であるが此等のものに関して稿詳細に亘って
章を新たにして論ぜんと思ふ」と述べている。本書上巻は第6章労働紹介で終
っているが，もし下巻がでれば，まずr労働保険」（本書，序）を説き，前述し
たような項目にわたって労働者保護政策論が展開されていたことと思われる。
　北沢新次郎の博士論文「産業組織論」は，「現代産業組織の解剖的考察」と
いう副題がついており，昭和5年6月に省文杜より刊行されている。その構成
はつぎのとおりである。
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　　第1章現代産業組織の展開
　　　1．概説
　　　2．現代産業組織の指導原理
　　　3．現代産業組織の行衛
　　第2章機械生産の杜会的影響
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　1．概説
　2．機械生産と労働賃銀
　3．機械生産と失業
　4．機械生産と杜会生活
第3章　産業組織の一機構としての賃銀制度
　1．概説
　2．賃銀理論
　3．賃銀形態
　4．賃銀に関する杜会的統制
第4章労働銀行と労働組合の新経済戦術
　　　1．概説
　　　2．米国に於ける労働銀行の発達
　　　3．独逸に於ける労働銀行の発達
　　　4．労働銀行の経営組織
　　　5．労働銀行と労働組合運動
　　第5章産業合現化と労働階級
　　　1．産業合理化の展望
　　　2．産業合理化と労働組合
　総べ一ジ数はA5判307べ一ジである。
　この著書はr現代産業組織の枢軸の主要部分と思われる機械生産・賃銀制度
を中心として，其の理論的並びに実証的検討を企てた」（同書，序言）もので
ある。ここにおいてもr労働老間題」のばあいと同じく，著老は全巻を通じて
賃金労働老階級に対する濫れる同情を行間に鰺ませている。
　第1章では，r現代の産業組織が資本主義の嫡子」であり産業革命の所産で
あるとして，その特徴を機械による生産への変転に求めている。そして工場制
機械工業という新しい生産力が，資本の手によって所有され運営きれる指導原
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理は自由放任主義であり，それが産業的無秩序を招致し，とくに19世紀後半か
ら20世紀前半に到って，この指導原理に対する批判が高まったとする。そして，
これに代わる新しい指導原理は，「産業的活動を杜会的統制の支配に置き，協
同心に基く新原則」であるとし，rそれなくしては杜会生活の真実なる安定と
向上は期し難い」とする。この杜会的統制と協同心に基づく新原理の課題は，
「杜会全体の物質的並びに精神的福祉が擁護され，そして助長される新産業組
織の確立」であり，こうした「杜会意識は年を逐ふて増大する」とみている。
　上記の視点にたって，第2章では現代産業組織の生産力的枢軸である機械制
生産をとりあげ，その「杜会的影響」を労働者階級を中心にみてゆく。そして
諸家の見解を引用しながら機械の及ぼす影響を，生産力上昇の観点や労資両階
級の利害得失の観点から論じ，生産力の非常な上昇はもたらされたにもかかわ
らず，その分配にあっては，配当金・利子あるいは利潤の累進的増加に対し，
実質賃金は増加しなかったばかりでなく，単調労働の発生など労働都二苦痛を
もたらす面があらわれてきており，さらに機械が労働を駆逐するとして失業問
題にも理論的実証的に言及している。
　この著者が恐らくもっとも努力を傾注したところは，第3章と第4章であ
る。処女作「労働者問題」では賃金はとりあげられていないし，その下巻（未
刊）の構成にもそれは予定されていなかった。「私の研究は，資本主義経済の
もとにおげる機械制大工業の労働問題を分析したものであるために『労働問題
を中心とした経済組織論』という題名をも考えていたが，簡潔に『産業組織
論』としたにすぎない。」（前掲r歴史の歯車」）とあるように，本書は労働問
題の分析に主力をおいているが，その中でも第3章「産業組織の一機構として
の賃銀制度」は，全体の307ぺ一ジ中149ぺ一ジと約半分を占めている。
　第1節概説では，賃銀制度を「私有財産，自由競争と共に現代の経済組織を
構成する主要なる一機構である」と位置づけ，それは産業革命の所産であると
する。すなわちギルドにおいて職人が親方より受けとる賃銀とは，その「本質
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において全然同一のものではない」とし，その理由としてギルドにおげる賃銀
は，「親方及び職人の自由意志に基く雇傭契約に依って締結されたものではな
く……略・・…・公的の性質を滞びたもので，今日のそれの如く私的なものではな
い」と性格づげている。さらに賃銀関係は，自由契約に基づくもので労資対等
の形式をとっているが，経済的には不平等関係にあるものとしてとらえている。
　第2節賃銀理論においては，A・スミス，D・リカードr　K・マルクス，
オーストリア学派などの賃金論を検討している。
　この章の中心となっているのは第3節賃銀形態である。ここでは時問給と出
来高給という二つの基本形態を述べ，つづいてr近代的能率給」であるハルセ
ー・システム，ハルセー・ウェヤー・システム，ロワン・システムを解説し，
さらにr我国に於ける賃銀形態」に言及する。r我国に於げる賃銀形態は，欧
米諸国のそれよりも錯雑して居るのもあり，叉一方には極めて単純なものも行
はれて居る。そして尚欧米諸国にその存在を見ない我国特種の賃銀形態が存在
する」として，その特徴をr基本賃銀の外に屡々に職工に支給される諸種の手
当金」の存在に求めている。
　著老は以下40べ一ジにわたり日本の賃金形態の一典型として，著老自らが実
態調査した資料に基づいて，日本の賃金形態を論究している。この調査は大正
10年になされ，r東京に於ける機械工業の熟練職工としての仕上工並ぴに旋盤
工の賃銀調査報告」にまとめられて，大正13年に夫原杜会問題研究所のパソフ
レット（6号）としてすでに公刊されていたものである。
　この調査の要領はつぎの通りである。
「1．機械工業に従事する熟練職工としての仕上工旋盤工の賃銀及び賃銀支
　払方法並に之に関連するその他の事項
　2．調査工場数一6工場
　3．調査条件
　　σ）被調査労働老の年齢一18歳以上50歳
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μ　　（口）各工場に割当つべき労働者の概数一1工場に10名乃至20名
4　調査地一東県市内及ぴその附近
　5．調査期問一大正10年5月1日より10月31日に至る6ヶ月問
　6．調査方法一賃銀支払日に労働老が受取る賃銀仕払票に記載せられたる賃
　銀額，労働時間その他の事項をありのままに写し，更に工場主側からは賃銀
　に関連する事項の規定，内規に就いての説明を受け，それに依って調整する
　事」
　かくて6工場87人の労働者について上記の資料を集め，そのうち不備なもの
3名を除いて84人につきその結果を詳細に分析している。この調査の意義につ
いて著者はつぎのように述べている。「我国に於ける賃銀形態の調査は，日本
銀行その他一，二の機関に依って従来行はれてゐるが，その基礎材料は全部雇
主の提供するところであって労働者のそれではたい。自分はそれを遺憾として，
労働組合を組織する労働者の協力に依って，此等のものの提供する基礎材料を
基本として，賃金調査を行ふ事にした。」
　調査結果によると，基本給形態は3工場が時問給制であり，他の3工場が時
間給・請負給の併用制である。基本給の他にr附属給」があるが給与の合計の
中に占めるその比率は時間給制を採用している工場の方が高い。それは労働能
率の増進という点からみた時間給制の欠点を補うため，「奨励金」「工料金割増」
r皆勤賞与」などのr附属給」があるためである。r附属給」は他にr定蒔外
労働賃銀」と「補助金」という項目で分類されているが，「補助金」は，「工場
が，特殊なる事由のために職工の賃銀が減退したる場合に，補助的に職工全般
に支給するものである。」それは具体的には，臨時手当・特別手当・手当金・
補助費・米価補給金などの名称からなっている。著者はこれら補助金の性格を
つぎのようにいっている。「労働者の立場から言ふと，……略……経済界の浮
動的原因に依って雇主が随意に支給したり若しくは廃止したりする事の自由を
有するものであるが故に，雇主に取っては便宜なるものであるが，労働老にと
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っては極めて不安定なるものであると言はなけれぼならない。」
　またいろいろな名目の賃金控除があり，それを大別すれば積立金と共済金の
2つであり，工場によっては職工が機械器具などを破損した場合の損害賠償に
あてるためのr保証金」を控除する。これらの控除はすべて強制的であり，積
立金二強制貯蓄制度には6～7分程度の利子がつくものの，その管理は雇主が
行い，退職もしくは解雇される時以外は払戻しはされない。
　第3章は，以上の他「賃銀に関する杜会的統制」と題する第4項において最
低賃金制を論じている。そこでは最低賃金法制定の動機をr1．苦汗制の防止
2、産業組織の改善　3．産業平和の助長」の3点に求め，オーストラリヤ，
ニュージーランドや西欧の歴史を述べ，最低賃金の決定基準・決定機構につい
て検討している。
　また本項ではr家族手当制度」について，オーストラリヤおよび西欧での普
及状況とその目的・性格・動機・運用方法について論じ，「漸次覚醒せる杜会
意識の拡大」が該制度を普及させる原因であるとしている。
　第4章は労働銀行について論じている。主として，アメリカとドイツの実態
を紹介しているが，アでリカのばあい，ノー7オークの船舶労働組合が1920年
に行ったストライキを克明に追いながら，それはr労働組合の勝利とはならな
かったが，此の事件は米国に於げる労働銀行発達の刺激となり，且つ労働組合
運動の新戦術の一転期として注意すべき事柄である」と意義づけ，労働者福祉
運動の一環である労働銀行に，労働組合運動に対する兵たん部論的視点からの
評価を行っている。
　r産業組織論」は諸外国の文献を，最新のものに到るまで広汎に紹介し検討
しているが，その特徴は，第一に日本の賃金形態を実態調査にもとづいて明ら
かにしたこと，第二に労働銀行について新しい視角を提供したことであろう。
さらに賃金実態調査は労働組合の協力を得て行われ，労働銀行に対する評価も，
労働組合運動の「新戦術」として，ストライキのなかでその果した役割をみて
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ゆくなど，単なる制度論や理論におわらず，労働老階級と共に，労働考階級の
運動の中から理論を展開してゆくという方法であろう。
　そして著書の背後に脈打っているものは，著者の労働者階級に対する変らぬ
深い理解と同情であった。
924
